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中間機関における組織と個人のダイナミクス 

 
 


吉澤剛（大ʄ大学）、西村由希子（東¢大学）、 
田原敬一郎（ƛƠľ学研究所）、安藤二香（科学技術ŴȨ機Ư） 

 
 
1. ��  

	 知識と社会的・公共的価値をつなぐ中間機関につ

いて、これまで機能、組織形態、外部主体との関¼

性や知識tロー上の±置づけを類型分析してきたが

（吉澤・西村・田原・安藤 2010, 2011）、機関の指向
性（価値ʜ制度）や活動動機（内発的ʜ外発的）、組

織と個人のŔáに着目しつつ、実ʈの活動とǕらし

て中間機関のダイナミクスを明らかにする。 
 
2. ����������

�  

	 中間機関論においては、これまでɄみてきたよう

な機能や組織形態、外部主体との関¼といったある

Ȁの°ȓ的な外形的分析に加えて、中間機関に内đ

するそのものの目的（指向性）や、その活動動機か

らȣえることがɺ要である。なぜなら8、それによ

って外部環境の変化に対して中間機関がどのような

ダイナミズ}を発żし、どのような生存ūǧをöる

のかを理解することができるからである。ここでは

指向性と活動動機について、それ(れ両極をȣえて

みる。 
 
指向性 
・	 制度指向 
	 Ǆや行政、慣Ƞによる制度化を指向し、安定性・

ȕȖ性のある活動を行う。これによって機関がƳġ

化されるとともに、外部からの信頼を得ることが可

能となる。したがって組織にķする各個人において

は、その集û的活動が基盤をなす。機関内外におけ

る組織およ9個人の関¼性は概してĒ直的である。

ɓのtィードバックがかかったシステ}であり、組

織化のダイナミズ}はŏい（cf. 木嶋・中條 2007）。 
 
・	 価値指向 
	 社会的・公共的価値を指向し、ñŞ性・柔軟性の

ある活動を行う。外部主体からの委®を受け、その

ª理・¬¦をêめたり、ȧ主的にŔáをůったりす

る。したがって組織的というよりもそれ(れの個人

的活動が基盤をなす。機関内外における組織ó9個

人の関¼性は概してƾń的である。ƻのtィードバ

ックがかかったシステ}であり、組織化のダイナミ

ズ}は強い。「組織におけるñȨ」（Weick 1998; 
Moorman and Miner 1998; Miner, Bassoff and 
Moorman 2001; 高尾・中原 2012）や「実ɝコミュ

ニティ」（Wenger, McDermott, and Snyder 2002）な
どȧŕ的な個がʋ公ŌなネットワークをȎ�出すこ

ととなる。ǘにそこでは行Ǔにおけるɇ識的・âɨ

的な知識がİɿīや実ê者によって共生産されてい

るとȣえられる（Amin and Roberts 2008; Roux et al. 
2006）。 
 
活動動機 
・	 内発的 
	 主に機関としての内発的動機により活動を行う。

ここで内発的とは、外からの働きかけによら$に組

織内部からのȧǔな意思の発現が行動につながって

いるという意Ăであり、「ȧらɪんで行う」というȂ

極的なĀ意のある「ȧ発的」とはíÚして用いる。

したがって、ここでは組織としてȓ一された意思で

あるかどうかはćわないが、リーダーなどǘ定の個

人が組織の明ǹ的ないしƒʙ的な使命・目的・意Ď・

Ŕáと大きく外れるような行動を指すこともŤ定し

ない。その活動にはǚȧ性・Í見性があり、それを

ɰえるような人ɔを有していることがƿめられる。 
 
・	 外発的 
	 主に機関外部からの命«・要Ɍ・依頼・関心に従

って活動を行う。その活動においては機関のおかれ

ているƆȦÐ体をÁǳした上で、外部環境の変化や

外部主体のȷȉにɰŞすることがƿめられる一Ɗ、

その分*け機関のɫ営資金を多Ɗʌから調ɮできる

可能性がある。 
 
3. ��	�  

	 事例として、国内外のǘŚ的な資金ɹ分機関、TLO
などもų�られるが、本ȁではȍŃのɸûからテク

nロジーアbスメント機関、科学コミュニケーショ

ン機関など、英ȋにおける 4つの中間機関*けをö
り上�て、その活動のダイナミクスを組織と個人の

ȹ点から分析する。また、ßȈで定ȟした指向性と

活動動機の 2軸にǂって、各中間機関の活動の変遷
をµせてĎǹする。 
 
・	 研究ţĖネットワーク（RIN） 
	 研 究 ţ Ė ネ ッ ト ワ ー ク （ RIN: Research 
Information Network）は、研究者がţĖǎやţĖ
サーrスをどのように´り出し、使用するのかとい

うことに対する理解をŇ�ることを目的とする英国
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の機関である。これは研究ſŽĎ書ʔグループの

（RSLG）による 2003年Ėā書のź言により、2005
年に実ʖ的に設Ȅされた（�）。3-5þ程度のıȷƲ
な組織ということもあって、ɾをêめる\ールドス

テインのリーダーシップによって関¼者から信頼を

ƯȊしていった（�）。外部;の委託研究のマネジメ

ントを主としながらも、そこに研究者をĿき込みな

がら、研究者コミュニティに対するƊɽや指ɽなど

のź言も強めていった（�）。2005年度に 30�zン
ドでğめられた活動も多様なč体からの資金ź¸を

受け、2009年度には 145�zンド;と資金が拡Ìさ
れた。ところが 2010年度からのșțɔ政を受けて政
府に対して VFM（Value For Money）をǹすŜ要が
出てきた（�）。そこで、スマートな指Ʊにより実Ȝ

例ɂを行うとともに、関¼者との対話を深めていっ

た（�）。しかし 2011年ƜにæŪ期間がȏ�すると、
その人ƞとŪƤはýþのコミュニティ・インタレス

ト・カンqニー（CIC）にōきȕがれ、ȧら委託研
究の実施主体として新たな活動をğめるようになっ

た（�）。 
 

 
・	 サイエンスワイズ 
	 サイエンスワイズ（Sciencewise-Expert Resource 
Centre）は、科学技術に関してƎいƼʇから市民と
の対話を½ɪすることを目的として 2004 年からğ
まった英国政府のプログラ}である（�）。ıȷƲな

コミュニケーション関連の公ëæŪを行っていたが、

2008年から委託æŪにØりƕえ、マネジメント業ê
をコンサルタント会社の AEA に外部委託するとと
もに、政ȇ指向を強めた（�）。2009 年に政府がɲ
°子組Żえʓąに関する市民対話を設計したとき、

ɫ営委員会の委員Ƅþが技術Ÿɪĭりの発言を行っ

たため、ɫ営委員会のǚȄ性がǨćȸされプロジQ

クトが中ƺされるということがあった。サイエンス

ワイズも設計ſŽに携わっていたため、ô省的にこ

の 事  の 理 論 的 分 析 を ɪ め た （ � ）

（ Sciencewise-ERC Subgroup on GM Dialogue 
2011）。また、対話の意ȟについて¨省ņ・機関に意
識ĉ起するとともに（�）、¨省ņ・機関に対話・関

与İɿīをǈɯして、政ȇȄƩ者や省ņにトレーニ

ングを実施するようになった（�）。現đでは多くの

利Ī関¼者をĿき込みながらǚȄ�Äの活動を目指

している（�）。 
 

 
・	 科学技術ɔč（FST） 
	 科学技術ɔč（FST: Foundation for Science and 
Technology）は科学技術に関する政ȇ的Ɋʑについ
てのɐ論を行う中Ȅ的なプラットtSー}をź¸す

ることを目的として、1977年に有限ɕ®保ɂ会社と
して設Ȅされた英国のɔčである（�）。もともとは

ɐ員が多様な関¼者間のɐ論½ɪを目的として定期

的な会ûを開Æするものであったが、ɐ会、政府、

産業ǥ、研究者コミュニティという 4グループとの
連携が深まるにつれて、こうした関¼者とのʋ公Ō

な対話からɐƩが得られるが、Ɩȏ的にはɔčのƖ

高経営ɕ®者がɐʑをǀ定する（�）。ŧ善č体Ǆや

会社ǄのƀƻにŞ"て、2003年よりɔčの年間Ėā
書およ9ɔêȲを公開しており、一般向け講演など

の開ÆやPQブサイトのÌ実などにより公ǫ性を高

めている（�）。現đは公ǫč体としてŜ要な分の資

金を外部調ɮする形にしている（�）。 
 

 
・	 ɐ会技術Ƀ価ĵ（OTA） 
	 ȋ国連邦ɐ会技術Ƀ価ĵ（OTA: Office of 
Technology Assessment）は、1972年に制定された
Ǆŕに基づき設Ȅされた、テクnロジーアbスメン
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ト機関である。Ǆ制化に深く関わった民主Îɐ員ダ

ダリオが初ªĵɾとしてĳ®した（�）。ところがő

初のɫ営はシンクタンクに調Ƨ研究を委託する形が

多かったものの、政ǁ的ƆȦに関するćʑ意識にƸ

いており、ŔにȄつȒƤが得られなかった。1978年、
2 ª目所ɾにĳ®したsーターソンは OTA にɐ会
からのȧŕ性をƿめつつ、国ȇにœʎを与えるŇȉ

なɐʑを定めることを目論んでいた（�）。しかし、

ɐʑ設定についてのŔáを»Īされたとȣえたɐ員

からô感をɖい、わ$か 1 年îで OTA をɣしてし
まう（�）。1979 年、新たに所ɾとなったVボンズ
はɐ会からのǚȄではなく、ɐ会の信頼できるţĖ

ǎとしてŷえめなŔáをêめることを目指し、Ėā

書の中で政ȇź言を行うことを意識的にɳけた（�）。

ɐ員やɐ員スタッt、İɿīとの対話やネットワー

クをÌ実させ、機関としての信頼を高めることにŪ

äしたと言われている（�）。1993 年、新たにĳ®
した 4ª目所ɾであるoードマンの�でǵ期的・ɾ
期的ƀʍをɪめ、組織のダPンサイズをĎったが

（�）、共和Îɐ会のɔ政ÞǍのターZットとされ、

1995年に活動をÅƺした（	）（Bimber 1996; Wood 
1997）。 
 

 
4. ��������  

	 上で見たような 2軸による中間機関の目的と活動
の多様性とダイナミクスは、本研究でなぜ「中間組

織」でなく「中間機関」というɈを用いてきたかの

説明ともなる。つまり価値指向、個人性の強い活動

は組織というƥを超える活動であり、近年でこそ組

織間におけるネットワーク（今井・金子 1988; 若林 
2009; 中野 2011）や協働（日置・二神 2008; 佐々木・
加藤・東・澤田 2009）という概şで研究されている
ものの、「組織」という言ȭを用いることの限ǥをȲ

しているようにも見える。 
	 「機関」という言ȭは、組織という意Ăのほかに

「活動の§ŵけのあるもの、からくり」という意Ă

があり、現đでも機関ɞ、内ǖ機関などの言ȭが知

られている。「機関」の英Ɉにǰőするものとして

organization のほか、agency や authority、そして

engineがų�られる。このɈ意の多様性はȢって従
Ơの組織論をɜえた中間機関の多ʌ性とダイナミク

スをȲしうる。これをÍの 2軸でƯŪされる 4象限
に展開すると、次のように説明できる。 
 
・	 組織（organization）：制度指向�内発的 
	 ǚȧ性・Í見性を持+、安定的・ȕȖ的に活動を

行うことで、組織における個人の能ãが高まり、そ

れが組織にtィードバックされる。すなわ+、組織

学Ƞ（capacity）をɪめることが可能となる。知識
と業êのƱǏ化がɪんでおり、組織的ʇĸ性を持っ

て明ǹ化されたȷÝに基づいて働く「機ƫħÊ制」

にɆőする（Flynn 2002; Lam 2000）。サイエンスワ
イズは政府のプログラ}として、OTAはǄŕによっ
て定められ、持Ȗしていった。FST はɐ員によるı
さなコミュニティ*ったものが、ŗ々にɔčとして

の体制がƅえられていった。 
 
・	 Ƴġ（authority）：制度指向�外発的 
	 Ð体のÁǳと外部;のɰŞãがあり、安定的・ȕ

Ȗ的に活動を行うことで、機関が外部から資金と信

頼をǛ得し、Ƴġ化される。社会学Ƞをɪめながら、

環境や多様な主体と機関のアイデンティティや資ǎ

を調ƅ（coordination）していくことがŜ要となる。
ƾń連携とǰ�調ƅによる有機的でʋʇĸ的なƯɨ

を有する傾向にある。ルールwースの集û的活動が

主となり、Ǹďたる組織や制度を基盤とする「知識

移転」が多く行われると見られる。RINの設Ȅは公
的機関のź言により実現したもので、ȳƄの政府系

機関からの出資を受けて活動Ƴ限を有していた。 
 
・	 動ã（engine）：価値指向�内発的 
	 組織にķする各個人が社会的・公共的価値をɦƿ

してȧ由に活動することが機関の原動ãとなってい

る。ここで個人は組織ȷȉにとらわれ$、個人学Ƞ

を ɪ め な が ら Ȃ 極 的 に 外 部 主 体 に 関 与

（commitment）していくことがŜ要となる。ミッ
ションwースの個人的活動が主となり、組織や制度

が柔軟に変化する「知識交流」が多く行われると見

られる。FST は基本的にȧŕ的な活動を展開してお
り、ő初からȧ由に外部主体とのŶ触を行っていた。

RINもÐǬ期はɑĮな資金をもとに、外部;の委託
研究におけるȧ由度が高かった。 
 
・	 ª理・¬¦（agency）：価値指向�外発的 
	 外部からの働きかけによって、その活動をª理な

いし¬¦する。外部主体の要ƿに柔軟にñŞすると

ともに、中抜きされないために新たな©加価値をɦ

ƿし、外部主体にtィードバックしなけれ8ならな

い。したがって、ðなる�ɌけとしてのȄėをɜえ

て、外部主体にも学ȠçƤをもたらす、共学Ƞ

（co-learning）をɪめることがƿめられる。知識と
業êのƱǏ化が�しく、âɨ的なćʑ解ǀ知識を持
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って個人が柔軟に連携することから「アドホクラシ

ー」とも言える（Flynn 2002; Lam 2000）。RINは初
期において研究者コミュニティ、後期には政府系機

関に向けた活動を行い、各主体との連携を深めてい

った。サイエンスワイズも近年は政府系機関からの

委託を受け、内部に入り込んで市民対話・関与の設

計に携わっている。 
 
5. 考察  

	 本研究での 2軸での説明は、類型論を展開して各
機関を綺麗に分類したいのではなく、むしろ発見的

（heuristic）に中間機関の多様性を描写しながら、
かつ、その類型を横断するような形で中間機関が遷

移していく過程を強調することにある。事例と理論

から傾向を分析すると、中間機関は概ね 2軸の中心
を目指す活動を展開していくが、そのダイナミック

な性格上中心に留まることが難しいと見られる。制

度指向が強まるほど、制度的硬直を起こし、公共的・

社会的価値の実現ができなくなる。逆に価値志向が

強まるほど、活動の個人性が大きくなり、組織とし

ての形態を維持することができなくなる。内発的に

なるほど、外部からの理解や信頼、資金を得にくく

なる。逆に外発的になるほど、組織としての使命が

曖昧になり、知識を生産する主体ないし利用する主

体に中抜きされる可能性が高まる。中心の一点に留

まって両極からのバランスを保とうと思っても、経

営者や従業員の意向（内発的）や環境の変化（外発

的）、組織の慣性（制度指向）や組織外とのネットワ

ークの拡大（価値指向）により、どこかの極に触れ

ていってしまう。そのため、どの象限が良いという

ことでもなく、また、その象限に留まれるというこ

とでもない。一般的には中心を目指すダイナミクス

を持っていることが中間機関として望ましいという

ことができるが、そのタイミングや軌道については、

機関内外の状況に依存するということがせいぜいで

ある。 
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